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国
民
健
康
保
険
加
入
の
皆
さ
ん
へ 

　
　
　
　
　
　

簡
易
申
告
は
お
済
み
で
す
か
？
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国
保
税
の
軽
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均
等
割
額
・
平
等
割
額
）
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度
額
の
判
定
に
必
要
で
す

　

国
保
世
帯
の
世
帯
主（
本
人
自
身

が
国
保
に
加
入
し
て
い
な
い
場
合
も

含
み
ま
す
）と
国
保
に
加
入
し
て
い

る
世
帯
員
全
員
の
合
算
所
得
金
額
が
、

一
定
基
準
額
を
下
回
る
場
合
、均
等

割
額（
一
人
ひ
と
り
に
か
か
る
額
）と

平
等
割
額（
世
帯
ご
と
に
か
か
る
額
）

が
軽
減
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

次
の
よ
う
な
方
は
必
ず
簡
易
申
告

を
し
て
く
だ
さ
い
。

①
平
成　

年
中
に
収
入
の
な
か
っ
た

１８

方（　

年
中
の
収
入
が
雇
用
保
険

１８

な
ど
の
非
課
税
所
得
の
み
の
方
も

含
み
ま
す
）

②
平
成　

年
中
に
障
害
・
遺
族
年
金

１８

を
受
給
し
て
い
た
方（
た
だ
し
、国

民
年
金
な
ど
の
受
給
者
は
、申
告

は
不
要
で
す
）

③
平
成　

年
中
に
扶
養
、仕
送
り
、退

１８

職
金
・
預
貯
金
で
生
活
し
て
い
た

方
な
ど

〔
受
付
場
所
〕

　

国
保
年
金
課（
９
番
窓
口
お
よ
び

各
総
合
支
所
市
民
生
活
課
・
各
支
所
）

※
す
で
に
税
務
署
や
市
役
所
、各
総

合
支
所
で
国
保
加
入
者
分（
国
保

に
加
入
し
て
い
な
い
世
帯
主
も
含

む
）の
申
告
を
済
ま
せ
て
い
る
場

合
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

※
国
保
加
入
世
帯
の
中
に
、①
〜
③

の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
て
い
る
に

も
か
か
わ
ら
ず
、１
人
で
も
未
申

告
の
方
が
い
る
と
、保
険
税
の
軽

減
や
高
額
療
養
費
の
負
担
限
度
額

の
判
定
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
の

で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

 
　

国
保
年
金
課（
内
線　

・　

・　

）・

２４９

２７４

２７５

各
総
合
支
所
市
民
生
活
課

問

　

本
人
の
所
得
額
に
よ
っ
て
、
国
民

年
金
保
険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
る

「
学
生
納
付
特
例
制
度
」が
あ
り
ま
す

　

学
生
の
皆
さ
ん
も　

歳
に
な
っ
た

20

ら
国
民
年
金
に
加
入
し
、
保
険
料
を

納
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
本

人
の
前
年
の
所
得
が
１
１
８
万
円
以

下
の
場
合
は
、
保
険
料
の
納
付
が
猶

予
さ
れ
る
「
学
生
納
付
特
例
制
度
」

の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
の
制
度
が
承
認
さ
れ
る

と
期
間
中
に
事
故
や
病
気
で
重
度
の

障
害
が
残
っ
た
場
合
に
は
、
障
害
基

礎
年
金
が
受
け
ら
れ
、
将
来
の
老
齢

基
礎
年
金
に
つ
い
て
も
受
給
資
格
期

間
に
算
入
さ
れ
ま
す
。

※
申
請
が
遅
れ
た
場
合
、
万
が
一
障

害
を
負
っ
て
し
ま
っ
た
場
合
な
ど

に
年
金
が
支
給
さ
れ
な
い
こ
と
が

あ
り
ま
す
の
で
、
申
請
は
で
き
る

だ
け
早
め
に
、
学
生
証
の
写
し
、

ま
た
は
在
学
証
明
書
を
お
持
ち
の

上
、
国
保
年
金
課
・
各
総
合
支
所
・

各
支
所
で
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

 
　

石
巻
社
会
保
険
事
務
所

　
　

�　

－

５
１
１
５

22

　
　

国
保
年
金
課
（
内
線　

・　

）

256

257

問 学
生
の
皆
さ
ん
へ

国
民
年
金
学
生
納
付
特
例

の
申
請
は
お
早
め
に
！
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木造住宅耐震の助成事業
●『木造住宅耐震診断』助成事業

　建築してから一定の期間を過ぎた木造住宅の「耐震診断」を

行うもので、県知事が養成した「みやぎ木造住宅耐震診断士」を

派遣し、耐震対策を支援するものです。

対象建築物

　次の条件を全て満たすものとします。

建　　物

　在来軸組構法による木造の個人住宅（一部店舗等併用住宅、

二世帯住宅は含みますが、構造が丸太組構法およびプレハブ構

法の住宅や、用途がアパート、長屋は対象外となります）

規　　模　３階建て以下

建築時期　昭和５６年５月３１日以前に着工されたもの

費用負担　延べ面積により負担額が異なります

　　　　　（例）延べ面積２００�以下の場合 8,000 円

調査日　診断士と調整し、文書により通知します。

申込期間　５月７日（月）～１２月２１日（金）

予定募集戸数　１００戸

●『木造住宅耐震改修工事』助成事業
　石巻市木造住宅耐震改修計画等助成事業に基づき、耐震改修工

事などを希望する方に補助金を交付し、耐震対策を支援するもの

です。

対象建築物

　先に実施した改修計画等助成事業による耐震精密診断および

木造住宅耐震診断助成事業の総合評点が 1.0 未満の住宅で、耐震

工事施工後の総合評点が 1.0 以上となる住宅または総合評点が

0.7 未満の住宅で、建て替え工事を実施する住宅。

※申し込みの際は、対象建築物であることが確認できる書類（耐

震診断結果報告書、耐震改修計画書）および印かんをご持参く

ださい。

補助金額

・耐震化工事に要する費用の９分の４以内

　（限度額４０万円）

・避難弱者住宅（※）の耐震化工事に要する費用の６分の１以内

　（限度額１５万円）

　※６５歳以上の方のみが居住する住宅、身体障害者手帳１・２級

の交付を受けた方が居住する住宅、要介護認定を受けた方が

居住する住宅など。

申込期間　５月７日（月）～１２月２１日（金）

予定募集戸数　５０戸 

 　　　　　    　建築指導課（内線 541・542・543）問

行
政
情
報
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■フェンス等設置補助対象

　除却跡地にコンクリートブロック造およびコンクリート

造など以外の軽量の塀などを設置する場合、次の条件のい

ずれかに該当するもの。

�生け垣を設置する場合は１ｍ以上の苗木を用いて50㎝以
下の間隔で植栽し、支柱などにより適切に固定できるも

の

�フェンスや板塀などを設置する場合は、塀のみの高さが
60㎝以上のものとし、基礎を設置するなどして適切に固

定できるもの

　　　　　　　　　　　補助金額

　　　　　　　　　　　�補助率　設置費用の１/３以内
　　　　　　　　　　　�限度額　除却延長に 4,000 円を
　　　　　　　　　　　乗じた額または１００,０００円（最大

　　　　　　　　　　　２５ｍ）のいずれか低い額

　　　　　　　　　　　申込期間　５月７日�～１２月２１日�

　　　　　　　　　　 　建築指導課（内線５４１・５４２・５４３）問
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０
歳
以
上
３
歳
未
満
の
児
童
の
養
育

者
に
対
す
る
児
童
手
当

　
　

第
１
子
、第
２
子　

月
額
５
千
円

　
　

第
３
子
以
降　
　
  
月
額
１
万
円

　
　
　

　
　

出
生
順
位
に
か
か
わ
ら
ず

　
　
　
　
　
　
　
　
　

月
額
１
万
円

３
歳
以
上
の
児
童
の
養
育
者
に
対
す

る
児
童
手
当（
現
行
ど
お
り
）

　

第
１
子
、
第
２
子　

月
額
５
千
円

　

第
３
子
以
降　
　
　

月
額
１
万
円

　

児
童
手
当
法
が
改
正
さ
れ
た
こ
と

に
伴
い
平
成　

年
４
月
分
か
ら
、３

１９

歳
未
満
の
乳
幼
児
に
対
す
る
手
当
額

が
、第
１
子
お
よ
び
第
２
子
に
つ
い

て
月
５
千
円
増
額
し
、一
律
１
万
円

に
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、３
歳
以
上
の
児
童
の
手
当

の
額
、支
給
対
象
年
齢
お
よ
び
所
得

制
限
限
度
額
に
つ
い
て
は
現
行
ど
お

り
で
す
。

〔
支
給
対
象
者
〕

　

今
回
の
拡
充
の
対
象
と
な
る
の
は

平
成　

年
４
月
１
日
以
後
に
出
生
し

１６

た
児
童
で
、平
成　

年
４
月
分
か
ら

１９

３
歳
未
満
の
児
童
手
当
の
額
は
一
律

１
万
円
と
な
り
ま
す
が
、３
歳
到
達

後
の
翌
月
分
か
ら
は
第
１
子
お
よ
び

第
２
子
の
手
当
額
は
５
千
円
と
な
り

ま
す
。

　

な
お
、平
成　

年
３
月　

日
ま
で

１９

３１

児
童
手
当
を
受
給
し
て
い
た
保
護
者

の
方
は
、特
段
の
手
続
き
の
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。ま
た
、受
給
し
て
い
な

い
保
護
者
の
方
で
、受
給
資
格
が
あ

る
場
合
は
、認
定
請
求
ま
た
は
額
改

定
請
求
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

 
　

子
ど
も
家
庭
課（　

・　

）・
各

424

502

　
　

総
合
支
所
保
健
福
祉
課

問

４
月
１
日
か
ら　

　
　
　
　

児
童
手
当
制
度
が
改
正
さ
れ
ま
し
た

市民課窓口を毎週月曜日延長しています

　市では、市民の皆さんへのサービス向上を図るため、窓口
の業務時間延長（毎週月曜日：午後７時まで）を継続してい
ます。
　通常の時間帯で市役所にお出でになれない方は、ぜひ、こ
のサービスをご利用ください。
期　　間　　平成２０年３月までの毎週月曜日
　　　　　　（月曜日が祝日の場合は翌火曜日）
時　　間　　午後７時まで
取扱業務　　住民票の発行、印鑑登録証明書の発行、戸籍謄
　　　　　　抄本の交付
時間延長で対応のできないもの
　　　　　　・印鑑登録・暗証番号登録など
　　　　　　・転入、転出、転居などの異動手続き、および戸

籍に関する届出
※総合支所および支所では窓口の時間延長は行っていませ
　ん。
 　市民課（内線 258・261）問

春春春春春春春春春春春春春春春春春春春春春
ののののののののののののののののののののの
交交交交交交交交交交交交交交交交交交交交交
通通通通通通通通通通通通通通通通通通通通通
安安安安安安安安安安安安安安安安安安安安安
全全全全全全全全全全全全全全全全全全全全全

春
の
交
通
安
全

市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市
民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民
総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総
ぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐぐ
るるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる
みみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみ
運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運
動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動

　
　
　
　

市
民
総
ぐ
る
み
運
動

５
月　

日　

〜　

日　

１１

（金）

２０

（日）

重
点
項
目

�
飲
酒
運
転
の
根
絶
（
全
国
共
通
）

�
自
転
車
の
安
全
利
用
の
推
進

（
全
国
共
通
）

�
後
部
座
席
を
含
む
シ
ー
ト
ベ
ル
ト
と

チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
の
正
し
い
着
用
の

徹
底
（
全
国
共
通
）

�
道
路
の
正
し
い
横
断
（
宮
城
県
独
自
）

 
　

防
災
対
策
課
（
内
線　

）・
各
総
合
支

521

　
　

所
・
最
寄
の
警
察
署

問
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危険ブロック塀等除却事業について
　地震発生時のブロック塀などの倒壊による事故を未然

に防止するため、危険度の高いブロック塀などを除却して

安全を確保する場合に、除却費用の一定額を助成します。

　また、除却跡地にブロック塀やコンクリート造など以外

の軽量の塀などを設置する場合にも、設置費の一部を助成

します。

■除却補助対象

　次の条件全てに該当するコンクリートブロック造、石造、

れんが造およびその他の塀並びに門柱の除却費用です。

�道路に面しているブロック塀など
�道路の高さから１ｍ（擁壁上の場合は 0.6 ｍ）以上のも
　の

�当市が行ったブロック塀等実態調査においてＡ判定以
　外もの

�除却して再びブロック塀などを築造する場合は、建築基
　準法施行令に定める構造基準に適合すること

■補助金額

　１�当たり４,０００円を乗じて算定した額
　（限度額１５万円）
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